	金属プレス製品製造業


27年前半の受注は減少したが、年後半は横ばいで推移している。受注単価は弱含みで、間接コストが上昇する中、収益は厳しい。

こうした状況の下、自動車業界などを対象に販路開拓を進めるとともに、付加価値の高い受注を獲得できるように受注先に提案している企業もみられる。

業界の概要
金属プレス加工は、金型を取りつけたプレス機械を用いて、金属材料を打抜き、曲げ、絞りなどの方法で所定の形状にする加工方法であり、鍛造と並ぶ塑性加工の一種である。

プレス加工は、加工速度が速く、自動化が容易であり、均質な製品を大量生産できるという特徴がある。その用途は、自動車や電気･通信機器をはじめとして、各種産業機械、事務用機器、家具・建築用金物など幅広い分野にわたる。最大の用途は81.8％を占める自動車用であり、次いで電気機器通信機器用が4.0％、厨暖房機器用が3.9％、産業機械用が3.6％となっている（平成26年、経済産業省『金属加工統計調査』）。
プレス加工で用いられる金型は、プレス加工の受注に先行して受注することが多い。その場合には、金型製作をプレス業者から金型専業者へ外注することがあるが、中規模以上の業者では、加工技術の根幹である金型を自社で内製し、技術力の高さを示すとともに、提案力を高めようとする企業も多い。

大阪の特徴
大阪府内のプレス業者は、自動車向けが少ない一方で、電気・通信機器向けが多いことが特徴と言われていた。しかし、生産拠点の海外移転等により電気・通信機器向けの受注は少なくなっている。一時期増大した液晶やプラズマディスプレイ関連の受注はほとんどなくなり、自動車向けをはじめ需要分野の多様化が進んでいる。府内では、大阪市、東大阪市、八尾市に多く立地している。

平成25年における従業者４人以上の府内事業所数は347、従業者数5,192人、出荷額969億円となっており、対全国シェアはそれぞれ12.4％、8.7％、8.7％である（表）。事業所数は全国1位、従業者数と製造品出荷額等は愛知県に次いで全国2位である。事業所数に比して従業者数に占める割合が低く、府内には小規模の事業所が相対的に多いことを示している。

受注は27年前半に減少したが、後半は横ばい
金属プレス加工販売額は、26年秋頃までは堅調に推移していたが、26年末から減少基調となった。特に、27年春には大きく落ち込んだ（図）。しかし、年後半は横ばいで推移している。
ヒアリング調査でも、26年は自転車、業務用厨房機器、ガス機器向けの部品などの受注が増えていたが、27年春若しくは、夏頃からそうした受注が減少しているという。また、建設機械関連の受注は、中国経済減速に伴い減少している。
一方、炊飯器向けは、訪日外国人による、いわゆる「爆買い」の効果とみられる受注が増加している。一時期不振であった工作機械やロボット向けの電気機器部品は27年秋以降、受注が戻ってきている。また、受注先が海外生産していた製品の一部を国内生産へと切り替えたことにより、受注先がそれまで内製していた工程を外注するようになり、受注が増えたという声も一部聞かれた。
近年における電気通信機器関連の受注減少により自動車部品向けへと受注先をシフトさせた企業が少なからずみられるが、そうした企業の中には、新たな取引が始まったことにより、27年後半から受注が増加しているといったケースもみられる。ただ、生産する部品がどのメーカー、どの車種向けかによって受注状況に差がみられ、一様に増加しているという状況にはない。
受注単価が横ばい・低下の下で収益は厳しい
プレス製品の受注に際しては、原材料を受注先から支給される場合があるが、自ら手配することも多い。原材料である鉄、ステンレス、アルミなどの価格は低下しているものが多いが、それに連動した受注単価の引き下げ要求もあるため、原材料価格低下のメリットはない。また、特殊な素材については、ほとんど値下がりしていないという。その一方で、プレスの型抜き後のスクラップの売却価格が低下していることから、その売却益が減少することから、原材料価格低下を収益にデメリットと指摘する声もある。
新規受注についても、需要が縮小する中で競争が激化しており、受注単価は低下している。

一方で、かつてのように最大受注先に大きく依存するような受注形態の企業は少なくなった。その結果、受注先数が増え、また、受注ロットも小さくなっていることから間接部門のコストが上昇している。さらに、近年、大企業並みの厳格な法令順守を実行するため各種研修を行うなど間接部門のコストが上昇している。それに加えて、マイナンバーへの対応なども必要であり、こうした間接コストの増大が収益圧迫要因となっている。

受注が弱含みで、受注単価が上がらず、コストもかさむことから、多くの企業では減益であり、収支トントンといった状況である。

設備投資に動き
そうした状況の下でも、比較的資金的にゆとりのある企業では、設備投資を行なっている。中規模以上の企業では、金型工場で使う放電加工機やレーザー加工機、三次元測定機などを、国のものづくり補助金を活用して導入する企業が多い。

また、新たな受注に対応するために、量産用の加工機を導入しようとしている企業もみられる。ただし、スペース等の関係で府外工場での設備投資となる予定である。
雇用は持ち直し
家電メーカーの再編等により受注が減少した企業では、退職者不補充等により従業員規模を縮小させてきたが、このところは横ばいで推移している。
採用については、規模が小さい企業は即戦力となる中途の技術者を1～2名、50～100人といった規模の企業では、新卒を3～4名といった具合で採用している。
販路開拓などの取組み
電機メーカー等、特定の受注先に依存していた企業では、受注先の事業再編により経営が不安定になった経験から受注先の多角化を進めている。そうした企業の中には、受注先の家電メーカーから環境等にも配慮できる優良取引先との認定を受けていることを武器に、自動車部品メーカーからの受注獲得に成功する企業がみられる。また、受注先は、多くの金型を預けている外注先が倒産すると困るので財務状態を気にかけるようになっており、財務状況が健全であることを示すことによって受注を増やすことに成功している企業もあった。
さらに、メッキされた素材をプレスすることにより、後工程でのメッキを不要とする提案をするなど受注先への提案を行ったり、ユニット部品として受注したりするなどにより、付加価値を取り込む動きもみられる。
今後の見通し
27年の受注は低調に推移したが、年末にかけて持ち直しつつある。自動車部品の受注では、新たなモデルへの採用が内定している企業がみられるなど、先行きには明るさもみられる。

また、29年４月に消費税率が10％へと引き上げられる予定で、住宅設備関連の駆け込み需要が発生することが見込まれることから、増産の準備を始める企業もみられる。
新規受注の引き合いも増えているという声もある。円安や中国等での人件費の上昇を背景に、大企業で生産を国内に回帰させようという動きがみられ、そうした部品についての見積もり依頼もあるが、見積もりの半値近くの受注単価を提示され、受注には至っていない。それ以外でも、従来からの製品についてコスト削減のために新たな外注先を探しているといった類の引き合いも散見され、受注を獲得したとしても、単価が低く採算への寄与が小さい案件が多い。
　　　　　　　　　　　　（町田　光弘）
表　金属プレス製品製造業（アルミニウム・同合金を除く）の概要（平成25年）
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全国計 2,806 100.0 59,625 100.0 1,109 100.0

愛知 336 12.0 7,759 13.0 142 12.8

大阪 347 12.4 5,192 8.7 97 8.7

神奈川 155 5.5 3,267 5.5 90 8.1

静岡 163 5.8 3,321 5.6 64 5.8

岐阜 107 3.8 2,800 4.7 52 4.7

事業所数 従業者数 製造品出荷額等


資料：経済産業省『工業統計表（産業細分類別統計）』

（注）従業者４人以上。各項目の右列は全国シェア。

図　金属プレス加工の販売額の推移（全国）
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資料：経済産業省『金属加工統計調査』。

（注）従業者20人以上の事業所
業種別景気動向調査　平成27年（2015）年10～12月

